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地震調査研究推進本部から平成31年2月26日に公表された，「日本海溝沿いの

地震活動の長期評価」による東海第二発電所の地震動評価，津波評価ヘの影

響を確認する。

１．はじめに
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２．地震本部(2019)の検討について
■ 地震調査研究推進本部（以下，地震本部という。）では，日本海溝沿いで発生する地震を対象に長期評価を行っており，2011年に

「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」を公表しているが，2011年の長期評価以降の新しい知見の取り込
み等を行い，2019年に「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」を公表した。

■ 下記が改訂のポイントとして挙げられている。

①評価対象領域・地震を再編

②津波堆積物から超巨大地震（東北地方太平洋沖型）を再評価

③東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価

■ これらの改訂ポイントについて敷地における地震動評価及び津波評価への影響を確認した。

③将来発生する地震の場所・規模・確率①評価対象領域・地震

地震本部(2019)地震本部(2019)

②超巨大地震の評価対象領域

地震本部(2019)
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①「評価対象領域・地震を再編」による影響について

評価対象領域・地震

３．地震について

■ 地震本部(2019)の検討

評価対象領域は，「地形（幾何形状）の変化，力学条件の変化，既往の巨大地震の震源域，現在の地震活動等」から定義され，こ
のうち茨城県沖と房総沖の領域の境界は，「太平洋プレートが接するプレートの違いによって，太平洋プレート上面で起きる地震の
発震機構は異なる」ことから，Uchida et al.(2009)のフィリピン海プレートの北東端を基に見直されている。

■ 敷地における地震動評価

プレート間地震の検討用地震としている2011年東北地方太平洋沖型地震の震源域の南限の設定にあたり，フィリピン海プレート
北東端を境に地震のすべり方向が異なることを示したUchida et al.(2009)等の知見を考慮している。

■ 確認結果

地震本部(2019)が茨城県沖と房総沖の領域の設定に用いたUchida et al.(2009)の知見は， 2011年東北地方太平洋沖型地震の震
源域の南限の設定において既に考慮していることから，地震動評価を見直す必要はないと判断した。また，地震ハザード評価では，
事業者はフィリピン海プレートと太平洋プレートを区別せず海溝型地震として評価しており，評価対象領域の見直しによる影響はな
いことから，地震ハザード評価を見直す必要はないと判断した。

地震本部(2019) 地震本部(2019)

茨城県沖と房総沖の境界線の設定根拠
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②「津波堆積物から超巨大地震（東北地方太平洋沖型）を再評価」による影響について

■ 地震本部(2019)の検討

超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，「東北地方太平洋沖地震の知見から，震源域は宮城県沖を必ず含み，隣接する
いずれかの領域（岩手県沖南部または福島県沖）の少なくとも一方にまたがり，場合によっては茨城県沖まで破壊が及ぶ超巨大地
震であると評価」，地震の規模については，津波堆積物調査結果を踏まえ， 「最も信頼性の高い東北地方太平洋沖地震を代表値
として，M9.0程度」とされている。

■ 敷地における地震動評価

プレート間地震の検討用地震として，震源域を岩手県沖から茨城県沖，地震規模をMw9.0とする2011年東北地方太平洋沖型地
震を考慮している。

■ 確認結果

地震本部 (2019)と同様の領域・規模を設定した地震を検討用地震としており，地震動評価を見直す必要はないと判断した。

地震本部(2019)

超巨大地震の評価対象領域

３．地震について

東北地方太平洋沖型地震の基本震源モデル
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③「東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価」による影響について

将来発生する地震の場所・規模・確率

地震本部(2019)

日本海溝周辺で発生したM7以上の地震の震央分布図

３．地震について

■ 地震本部(2019)の検討

東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価し，ひとまわり小さいプレート間地震として茨城県沖でM7.0～7.5の地震，沈み
込んだプレート内の地震として青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～7.5の地震が想定されている。また，地震発生確率を第二
版と比較すると，福島県沖等の一部の領域で地震発生確率が上がっている。

■ 敷地における地震動評価

プレート間地震として2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0），太平洋プレート内の地震としてM7.3を考慮している。

■ 確認結果

・プレート間地震については，地震本部(2019)で想定されている地震規模M7.0～7.5を上回る
Mw9.0の2011年東北地方太平洋沖型地震を検討用地震として考慮しているため，地震動
評価を見直す必要はないと判断した。

・プレート内地震については，右図によると，茨城県沖では過去にM7.0を超える沈み込んだ
プレート内の地震は発生しておらず，茨城県沖にM7.3の地震を想定したプレート内地震の
評価を見直す必要はないと判断した。

・地震ハザード評価については，事業者はプレート間地震とプレート内地震を区別せず海溝
型地震として考慮し，敷地への影響が大きい福島県沖，茨城県沖で発生する地震の上限
規模については，ロジックツリーでM7.6～8.3の地震規模を考慮しており，地震ハザード評
価を見直す必要がないと判断した。

地震本部(2019)
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地震ハザード評価の茨城県沖の海溝型地震の発生確率

■ 地震本部(2019)の検討

超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，地震の規模は津波堆積物調査結果を踏まえ， 「最も信頼性の高い東北地方太平洋沖地震
を代表値として，M9.0程度」とされている。平均発生間隔は約550～600年とされ，これに基づく今後30年以内の発生確率はほぼ0%とされている。

ひとまわり小さいプレート間地震については，茨城県沖でM7.0～7.5の地震が想定され，今後30年以内の発生確率は80%程度とされている。

■ 敷地における地震動評価

地震ハザード評価では，特定震源として2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）を考慮し，平均発生間隔600年の更新過程としており，今後
30年以内の発生確率を算定するとほぼ0%となる。

また，領域震源である推本参考モデル（海溝型地震）の茨城県沖におけるG-R式からM7.0～M7.5の地震の今後30年以内の発生確率を算定
すると73%であり，特定震源である茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）（M7.0）を含めて考慮すると93%である。

■ 確認結果

2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）については，地震本部(2019)と同様，発生確率はほぼ0%であり，また，茨城県沖のひとまわり小さい
プレート間地震についても，地震本部(2019)と同等の発生確率であることから，地震ハザード評価を見直す必要がないと判断した。

評価対象地震 今後30年以内の発生確率

2011年東北地方太平洋沖型地震 ほぼ0%

推本参考モデル（海溝型地震）茨城県沖 73%

推本参考モデル（海溝型地震）茨城県沖
+茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）

93%

地震本部(2019)の将来発生する地震の場所・規模・発生確率

地震本部(2019)

地震の平均発生間隔の見直しによる地震ハザード評価への影響について
３．地震について
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地震本部（2019）による沈み込んだプレート内の地震について

○地震本部から平成31年2月26日に公表された，「日本海溝沿いの地震活

動の長期評価」では，沈み込んだプレート内の地震として青森県東方沖

及び岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～7.5の地震が想定されている。

○地震本部(2019)で沈み込んだプレート内の地震の想定の根拠とされてい

る地震のうち，地震規模がM7.3を超える1938年福島県沖の地震（M7.4）と

1968年青森県東方沖の地震（M7.5）については，気象庁地震カタログで

震源深さが浅く推定されていることから，震源深さや地震発生様式につい

て追加の検討を行った。

発生日 震央地名
震源
深さ

地震
規模

1938/11/6 福島県沖 10km 7.4

1968/5/16 青森県東方沖 8km 7.5

2003/5/26 宮城県沖 72km 7.1

2011/4/7 宮城県沖 65km 7.2

2011/7/10 三陸沖 34km 7.3

2012/12/7 三陸沖 49km 7.3

地震本部(2019)で沈み込んだプレート内の地震の想定の根拠
とされている地震（諸元は気象庁地震カタログによる）

地震本部(2019)

日本海溝周辺で発生したM7以上の地震の震央分布図 ：地震本部(2019)で沈み込んだプレート内の地震の想定の根拠とされている地震のうち，地震規模が
M7.3を超える地震

３．地震について（補足説明）
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地震本部(2019)より抜粋・加筆

日本海溝周辺で発生したM7以上の地震の震央分布図

・ 1938年福島県沖の地震(M7.4)

地震本部(2019)では，「津波の観測結果から，正断層型の地震であると推測
されている（Abe，1977）。そのため，プレート間地震として扱わず，沈み込んだ
プレート内の地震の一つとして評価した。」とされている。

参考文献 M 震源深さ 備考

気象庁
地震カタログ

7.4 10km
2004年に震源深さを0kmから
見直し

佐藤他(1989) 7.4
20km

（断層上端深さ）
Abe(1977)を引用

日本被害
地震総覧

7.4 10km
2012年末の気象庁地震カタロ
グを引用

1938年福島県沖の地震，1968年青森県東方沖の地震の震源深さの設定について

参考文献 M 震源深さ 備考

Kanamori(1971b) Ms7.5 33km

気象庁
地震カタログ

7.5 8km
2013年に震源深さを40kmから
見直し

佐藤他(1989) － － 記載なし

日本被害
地震総覧

7.5 40km
2012年末の気象庁地震カタロ
グを引用

・ 1968年青森県東方沖の地震(M7.5)

地震本部(2019)では，「青森県東方沖及び岩手県沖北部の沈み込んだプレー
ト内で発生した地震である」とされ，「メカニズムはKanamori（1971b）によると，
正断層型の地震であった。」とされている。

○1938年福島県沖の地震(M7.4)，1968年青森県東方沖の地震(M7.5)の震源深さに

ついて，気象庁地震カタログや佐藤他(1989)等に示されている値を整理した。

３．地震について（補足説明）
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1938年11月6日
M7.4

気象庁(2017)に一部加筆

1938年福島県沖の地震(M7.4)について

○1938年福島県沖の地震（M7.4）の震源付近において，2016年11月22日に福島県沖の地震（M7.4）が12kmの深さで発生した。気象庁

(2017)によると， 2016年11月22日福島県沖の地震（M7.4）は，陸のプレートの地殻内で発生した地震とされている。

○さらに，「1938年11月6日17時53分のM7.4の地震と今回の地震では震度分布や強震波形は相似的であった。」とされており，1938年

福島県沖の地震は陸のプレートの地殻内で発生した地震と考えられる。

３．地震について（補足説明）
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1968年青森県東方沖の地震（M7.5）について

地震 M 震源深さ※ 津波 断層タイプ 備考

1938年福島県沖の地震

（11月6日）
7.4 10km あり 正断層

プレート間地震（1938年11月5日福
島県沖の地震（M7.5））の余震

2016年福島県沖の地震
（11月22日）

7.4 12km あり 正断層
プレート間地震（2011年東北地方
太平洋沖地震（Mw9.0））の余震

1968年青森県東方沖の地震

（5月16日）
7.5 8km あり 正断層

プレート間地震（1968年5月16日十
勝沖地震（M7.9））の余震

※気象庁地震カタログによる。

○1968年青森県東方沖の地震（M7.5）は，プレート間地震の余震として発生した，震源が浅い正断層の地震である。
また，津波が観測されている。

○これらの特徴は，陸のプレートの地殻内で発生した地震と考えられる2016年福島県沖の地震（M7.4）および1938
年福島県沖の地震（M7.4）と類似していることから， 1968年青森県東方沖の地震（M7.5）も陸のプレートの地殻内
で発生した地震と考えられる。

陸のプレート
の地殻内で発
生した地震と
考えられる。

○1968年青森県東方沖の地震（M7.5）について，1938年福島県沖の地震（M7.4）及び2016年福島県沖の地震
（M7.4）との比較を通して，その地震発生様式を検討する。

３．地震について（補足説明）
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■Kita et al.(2010)について

北海道から東北地方に至る領域の太平洋プレート内で発生した地震を分析し，北海道東方と東北地方とでは中立面位
置が異なること，余震は中立面内に留まっていることを示している。また，このことは規模の大きな地震が発生しても断層
面は中立面を超えないことを示唆しているとしている。なお，中立面位置は，北海道東方，東北地方それぞれの領域内に
おいては大きな差は生じていないとしている。

検討対象領域
上図：主応力軸（赤：最大圧縮軸，青：最少圧縮軸）と海

洋プレートとの傾斜角
下図：海洋プレート内地震の発生頻度分布と中立面

上図：2003年宮城沖地震M7.1の本
震，余震位置

下図：1993年釧路沖地震M7.5の本
震，余震位置

Kita et al.（2010）より抜粋

Saeko Kita , Tomomi Okada, Akira Hasegawa, Junichi Nakajima, Toru Matsuzawa (2010)： Existence of interplane earthquakes and neutral 
stress boundary between the upper and lower planes of the double seismic zone beneath Tohoku and Hokkaido,northeastern Japan , 
Tectonophysics 496 (2010) 68–82 

太平洋プレートの中立面位置の地域性について
第２７６回審査会合

資料１再掲

３．地震について（補足説明）
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まとめ

○地震本部(2019)で沈み込んだプレート内の地震の想定の根拠とされている地震のうち，地震規模

がM7.3を超える1938年福島県沖の地震（M7.4）及び1968年青森県東方沖の地震（M7.5）は，陸のプ

レートの地殻内で発生した地震と考えられる。

○北海道東方では過去に1993年釧路沖地震(M7.5)のような規模が大きいプレート内地震が発生して

いる一方，東北地方以南の太平洋プレートの内部で発生したと考えられる地震の最大規模はM7.3

である。このことは，Kita et al.(2010)に示されている北海道東方と東北地方との中立面位置の違い

と整合的である。

○以上のことから，茨城県沖にM7.3の地震を想定したプレート内地震の評価を見直す必要はないと

判断した。

○なお，参考として，1993年釧路沖地震（M7.5）を踏まえて敷地周辺に想定した沈み込んだプレート内

の地震(M7.5)が基準地震動Ssを下回ることを確認した（次頁以降）。

３．地震について（補足説明）
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沈み込んだプレート内の地震の震源の設定位置

（模式図）

【参考】沈み込んだプレート内の地震（地震本部（2019））の想定

○M7.5の沈み込んだプレート内の地震として，1993年釧路沖地震が過去に発生している。この地震を参考に沈み込んだプレート内の地震（地
震本部（2019））を想定する場合の影響を確認する。

○震源の深さは，1993年釧路沖地震（M7.5）が発生した深さと同程度の100kmとし，地震本部(2009)を参考に太平洋プレート上面から深さ
30kmの位置に震源を想定する。

太平洋プレート上面

東海第二発電所

沈み込んだプレート内の地震（地震本部（2019））
（M7.5，Xeq=105km）

深さ100km

30km

発生日時 1993年1月15日20時6分

震源地 釧路沖

北緯 42°55.2′

東経 144°21.2′

震源深さ 101km

地震規模 M7.5

1993年釧路沖地震（M7.5）の諸元

1993年釧路沖地震（M7.5）の震度分布（気象庁）

東海第二
発電所

1993年釧路沖地震の
震央位置

震源メカニズム

中村他（1994）より抜粋

３．地震について（補足説明）
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Ｍ
等価震源距離

（km）※1 プレート
補正係
数※5

1895. 1.18 霞ヶ浦付近の地震 7.2 69 フィリピン海※4 考慮

1921.12. 8 茨城県龍ヶ崎付近の地震 7.0 74 フィリピン海 考慮

－ 茨城県南部の地震（中央防災会議（2004）） 7.3 64 フィリピン海 考慮

－ 茨城県南部の地震（中央防災会議（2013）） 7.3 70 フィリピン海 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）
（地震本部）

7.1 89※2 太平洋 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震（海域）
（地震本部）

7.3 81※3 太平洋 考慮

－ 海溝寄りのプレート内地震（地震本部） 8.2 164 太平洋 －

－
沈み込んだプレート内の地震（地震本部
（2019））

7.5 105※6 太平洋 考慮

海洋プレート内地震の地震動の応答スペクトル
（Noda et al.(2002）の手法に補正係数を考慮）

沈み込んだプレート内の地震（M7.5）を茨城県周辺の太
平洋プレート内に想定した場合，検討用地震である茨城
県南部の地震よりも敷地への影響が小さいことから，検
討用地震の選定に影響が無いことを確認した。

※1 気象庁地震カタログによる位置情報やプレート境界等深線等に基づいて算出
※2 敷地直下のプレート境界から30km下方に震源を想定して算出
※3 敷地からプレート境界最短となる線上でプレート境界から30km下方に震源を想定して算出
※4 首都直下地震防災・減災特別プロジェクトによると太平洋プレート内地震の可能性が指摘されているが，「信頼性は中程度で，今後のデータ

追加により発生場所が変わる可能性を否定できない」 とされていることから，敷地への影響の観点からフィリピン海プレートとして扱う。
※5 陸域寄りの場所で発生した海洋プレート内地震による補正係数として全周期帯にわたり2倍を考慮
※6 等価震源距離は，震源の深さを1993年釧路沖地震(M7.5)が発生した深さと同程度の100kmとし，太平洋プレート上面からの深さを地震本部

(2009)を参考に30kmとして算出

【参考】検討用地震の候補と地震本部(2019)の関係

フィリピン海プレート

太平洋プレート

対象震源位置図

100km

30km

140.0° 141.0°

36.0°

37.0°

142.0°

海溝寄りのプレート内地震
（地震本部）

震源断層を予め特定しにくい地震
（地震本部）

東海第二発電所
茨城県南部の地震
（中央防災会議（2013））

茨城県龍ヶ崎付近の地震

霞ヶ浦付近の地震

143.0°

茨城県南部の地震
（中央防災会議（2004））

沈み込んだプレート内の地震
（地震本部（2019））

霞ヶ浦付近の地震，M7.2，Xeq=69km
茨城県龍ヶ崎付近の地震，M7.0，Xeq=74km
茨城県南部の地震（中央防災会議（2004）），M7.3，Xeq=64km
茨城県南部の地震（中央防災会議（2013）），M7.3，Xeq=70km
震源断層を予め特定しにくい地震（地震調査研究推進本部，陸域），M7.1，Xeq=89km
震源断層を予め特定しにくい地震（地震調査研究推進本部，海域），M7.3，Xeq=81km
海溝寄りのプレート内地震（地震調査研究推進本部），M8.2，Xeq=164km
沈み込んだプレート内の地震（地震本部（2019）），M7.5，Xeq=105km

３．地震について（補足説明）
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水平方向 鉛直方向

基準地震動Ss-D１
沈み込んだプレート内の地震（地震本部（2019）），M7.5，Xeq=105km
《参考》沈み込んだプレート内の地震（最短距離ケース※），M7.5，Xeq=82km

【参考】敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 応答スペクトル手法

○参考として，1993年釧路沖地震(M7.5)に基づき等価震源距離を算定
した沈み込んだプレート内の地震(M7.5)が基準地震動Ssを下回るこ
とを確認した。 ※最短距離ケース（敷地からプレート境界最短となる線上でプレート境界から30km

下方に震源を想定）でも基準地震動Ssを下回ることを確認した。
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３．地震について（補足説明）



20

１．はじめに

２．地震本部(2019)の検討について

３．地震について

４．津波について

５．まとめ

６．参考文献

目 次



21

①「評価対象領域・地震を再編」による影響について
４．津波について

■ 地震本部(2019)の検討
評価対象領域は，「地形（幾何形状）の変化，力学条件の変化，既往の巨大地震の震源域，現在の地震活動等」から定義されて

いる。
福島県沖と茨城県沖の領域の境界（茨城県沖の北限境界）位置は改訂前（第二版）から変更していない。
茨城県沖と房総沖の領域の境界は，「太平洋プレートが接するプレートの違いによって，太平洋プレート上面で起きる地震の発震

機構は異なる」ことから，Uchida et al.(2009)のフィリピン海プレートの北東端を基に見直されている。
房総沖の南限の境界については十分な知見が存在しないため，便宜的に境界線を設定している。

■ 敷地における津波評価（ 「茨城県沖に想定する津波波源」及び「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」の領域設定について）
茨城県沖に想定する津波波源の南限の設定にあたり，フィリピン海プレート北東限を境に地震のすべり方向が異なることを示した

Uchida et al.(2009)等の知見を考慮している。
また，「茨城県沖から房総沖に想定される津波波源」は，茨城県沖に想定する津波波源に保守性を考慮して津波波源の南限を房

総沖まで拡張した津波波源である。

■ 確認結果
「茨城県沖に想定する津波波源」の設定は妥当であると判断した。また，「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」の設定を見

直す必要はないと判断した。

茨城県沖に想定する津波波源

大すべり域

背景領域

福島県沖

茨城県沖

房総沖

宮城県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

福島県沖

茨城県沖

房総沖

宮城県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

超大すべり域

大すべり域

背景領域

※青線は海溝軸

※青線は海溝軸

保守的設定1．津波波源の

南限を房総
沖まで拡張※

※北米プレートとフィリピン
海プレートの境界を越え
て矩形となるように設定

茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

（事業者，地震本部（2019））
沈み込んだフィリピン海
プレートの北東端

境界位置は変更なし
（第二版と同じ位置）

地震本部（2019）に加筆

評価対象領域・地震

（地震本部(2019））
便宜的に境界線を設定
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②「津波堆積物から超巨大地震を再評価」による影響について
■ 地震本部(2019)の検討

超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，「東北地方太平洋沖地震の知見から，震源域は宮城県沖を必ず含み，隣接する
いずれかの領域（岩手県沖南部または福島県沖）の少なくとも一方にまたがり，場合によっては茨城県沖まで破壊が及ぶ超巨大地
震であると評価」，地震の規模については，津波堆積物調査結果を踏まえ， 「最も信頼性の高い東北地方太平洋沖地震を代表値
として，M9.0程度」としている。

■ 敷地における津波評価
茨城県沖を含む2011年東北地方太平洋沖地震の再現モデルに基づく評価を実施している。さらに，福島県沖と茨城県沖の境界

について，「破壊のバリア」となる構造的境界についての詳細な分析を踏まえた想定津波の設定を行っている。

■ 確認結果
津波評価において，超巨大地震（東北地方太平洋沖型）の評価を見直す必要はないと判断した。

地震本部(2019)

超巨大地震の評価対象領域・地震

４ ．津波について

（事業者，地震本部（2019））

沈み込んだフィリピン海プレート
の北東端

（地震本部（2019））

過去の地震活動や津波の
波源域から境界を推定
（事業者）

過去の地震活動や津波の
波源域，プレート間の固着
状況から境界を推定

地震本部（2019）に加筆

評価対象領域・地震
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③「東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価」による影響について

将来発生する地震の場所・規模・確率
地震本部(2019)

４ ．津波について

■ 地震本部(2019)の検討
東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価し，ひとまわり小さいプレート間地震として茨城県沖でM7.0～7.5の

地震が想定されている。

■ 敷地における津波評価
プレート間地震として茨城県沖に保守的な設定とした「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源（Mw8.7）」を考慮している。

■ 確認結果
プレート間地震については，地震本部(2019)で想定されている地震規模M7.0～7.5を上回るMw8.7の津波波源を考慮しているため，

津波評価を見直す必要はないと判断した。
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■ 地震本部(2019)の検討
超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，平均発生間隔が約550～600年とされている。また，津波地震（東北地方太平洋

沖型地震を含む）については，17世紀以降では，日本海溝沿いで4回発生したと評価されており，改訂前（第二版）から変更はされ
ていない。

■ 敷地における津波評価
津波ハザード評価において，東北地方太平洋沖型地震の平均発生間隔を600年としている。また，津波地震（東北地方太平洋沖

型地震を含む）については，地震本部と同様としている。津波地震単独の平均発生間隔について，プレート間地震と津波地震の連
動型地震である東北地方太平洋沖型の地震のうち津波地震領域を含む地震の発生間隔を除いて発生間隔を設定している。

■ 確認結果
プレート間地震のうち，ハザード曲線における寄与度が大きい波源は津波地震である。東北地方太平洋沖型の平均発生間隔が

短くなると，津波地震単独の発生間隔が長くなることから，現在のハザード曲線の方が保守的となるため，津波ハザード評価を見直
す必要は無いと判断した。

津波ハザード評価結果（波源別ハザード曲線）

４ ．津波について

地震の平均発生間隔の見直しによる津波ハザード評価への影響について
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５．まとめ

地震調査研究推進本部から平成31年2月26日に公表された，「日本海溝沿いの
地震活動の長期評価」について，東海第二発電所の地震動評価，津波評価へ
の影響が無いことを確認した。
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